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再貸出限度額の増額、住宅ローンへの 1％利子補給 
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[要約] 

 中国政府が景気テコ入れ策を発表した。ひとつは中国人民銀行から政策銀行向けの担

保付補完貸出（PSL）金利の引き下げや、再貸出（中国人民銀行から商業銀行への低利

貸出）の限度額増額などである。再貸出限度額の増額は農業支援・小規模零細企業支

援向けの 5,000 億元と、科学技術イノベーションと技術改造向けの 2,000 億元の合計

7,000 億元であり、2025 年の名目 GDP 比は 0.5％にとどまる。政策の小粒感は否めな

い。ただし、科学技術イノベーションや「6 つのネットワーク」などの旺盛な資金需

要への対応はある程度強化されよう。 

 もうひとつが新規住宅ローンに対する金利 1％pt 分の利子補給である。対象となる面

積 120 ㎡以下、価格 150 万元以下の物件は、中国では比較的低価格の物件であり、地

方都市では多くが対象になると思われる。問題はこの政策の実施期限が暫定的に 1 年

間とされていることだ。この間、住宅購入は刺激されるとみられ、少なくとも当面の

景気をある程度下支えする可能性がある。ただし、その後は需要の先食いによる反動

減が懸念されることに注意が必要であろう。 
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中国政府が景気テコ入れ策を発表 

中国の実質 GDP 成長率は 2026 年 1 月～3 月の前年同期比 5.0％（以下、変化率は前年比、前

年同期比）から 4月～6月は 4.3％に低下し、このまま減速が続くと、政府年間成長率目標であ

る 4.5％～5.0％の下限の達成が危ぶまれる状況であった。7月 30日に実施された中国共産党中

央政治局会議は、「実際的で有効な刺激策をタイムリーに検討し実行する」とし、追加の金

融・財政政策の行方が注目されていた。 

こうした中、中国政府が景気テコ入れ策を発表したので、紹介したい。 

まず、中国人民銀行は 2026 年 9 月 29 日、中国人民銀行から政策銀行向けの担保付補完貸出

（Pledged Supplementary Lending＝PSL）金利の引き下げや、再貸出（人民銀行から商業銀行へ

の低利貸出）の限度額増額などの政策を発表した。具体的には以下の通りである。 

① 中国人民銀行から政策銀行への貸出である担保付補完貸出（PSL）金利を 0.25％pt 引き下

げ、1.50％とする、 

② 担保付補完貸出の支援対象として、新たに「6 つのネットワーク 1（水供給・新型電力・計

算力・新世代通信・都市地下パイプライン・物流の 6つのネットワーク）」を加える、 

③ 科学技術イノベーションと技術改造向けの再貸出限度額を 2,000 億元（1 元＝23.4 円）増

やし、1.4兆元とする、 

④ 農業支援・小規模零細企業支援向けの再貸出限度額を 5,000 億元増やし、4.85 兆元とする。

このうち、民営企業向けの再貸出限度額を 3,000億元増やし、1.3兆元とする。 

 同様の政策は 2026 年 1 月 19 日にも実施されており、この際には、（1）担保付補完貸出金利

を 2.00％→1.75％へ引き下げ、（2）科学技術イノベーションと技術改造向けの再貸出限度額を

4,000億元引き上げ、1.2兆元とする、（3）農業支援・小規模零細企業支援向けの再貸出限度額

を 5,000 億元引き上げ、4.35 兆元とする、（4）このうち民営企業向けに 1 兆元の再貸出限度額

を設ける、といった措置が講じられていた。 

 今回発表された追加的な政策について、小粒感は否めない。再貸出限度額の増額は農業支

援・小規模零細企業支援向けの 5,000 億元（民営企業向けの 3,000 億元は内数）と、科学技術

イノベーションと技術改造向けの 2,000 億元の合計 7,000 億元であり、2025 年の名目 GDP 比は

0.5％にとどまる。ただし、科学技術イノベーションや「6 つのネットワーク」などの旺盛な資

金需要への対応はある程度強化されよう。 

 

 
1 6 つのネットワークについては、齋藤 尚登「中国：注目の 6 つのネットワークと内巻の影」（大和総研レポ

ート、2026 年 9 月 24 日）を参照のこと。 

https://www.dir.co.jp/report/research/economics/china/20260924_026081.html
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新規住宅ローンに 1％ptの利子補給 

さらに、中国財政部、中国人民銀行、金融監督管理総局は 2026 年 9 月 29日に、10 月 1日以

降新たに設定される住宅ローンの金利 1％pt 分を財政が負担（利子補給）することを決定した。

家計が取得する 1 軒目の住宅で、面積 120 ㎡以下、価格 150 万元（約 3,510 万円）以下の物件

については、住宅ローンのうち最大 100 万元を対象に、住宅ローン金利の 1％pt 分が 5 年にわ

たり財政から補給される。単純計算すると、5年で 5万元弱の利子補給が行われる計算だ。 

面積 120 ㎡以下、価格 150 万元以下の物件は、中国では比較的低価格の物件であり、地方都

市では多くが対象になると思われる。問題はこの政策の実施期限が暫定的に 1 年間とされてい

ることだ。この間、住宅購入は刺激されるとみられ、少なくとも当面の景気をある程度下支え

する可能性がある。ただし、その後は需要の先食いによる反動減が懸念されることに注意が必

要であろう。 
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